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1． 研究背景と目的 

日本は四方を海に囲まれた島国であり，日本周辺

には太平洋プレート，フィリピン海プレート，北米

プレート，ユーラシアプレートが存在する．複数の

プレート間に生じる力により日本は世界有数の地震

大国となり，これまで津波被害を幾度となく受けて

きた．特に 2011年 3月に発生した東北地方太平洋沖

地震を起因とする津波は東北・関東地方を中心に甚

大な被害をもたらした．甚大な被害をもたらした要

因としては，この津波がそれまでの想定をはるかに

超える巨大な規模であったことが挙げられる． 
今後の津波対策における基本的な考え方としては

発生確率・規模に応じて津波を最大クラスの津波に

比べて津波発生頻度は高く，津波高は低いものの大

きな被害をもたらす津波,発生頻度は極めて低いも

のの，甚大な被害をもたらす最大クラスの津波の 2
つのレベルに分類して行う対策が考えられている． 
これらの津波への対策として，現在までに行われ

ている避難行動についての研究を見てみると，避難

行動の際の避難場所情報や避難経路などの情報の伝

達速度の向上や，体が不自由な人の避難行動を補助

するロボット技術などが公表されている．また，今

後の技術の進歩による最終的な避難技術としては，

災害が発生した際に，自動で避難経路を求め，避難

行動を行うロボットの誕生などがあるのではないか

と考えられる．  
本研究では，L1 津波から L2 津波までの発生確率

に応じた幅広い規模の津波を考慮し，津波による損

失(人命)，津波対策にかかる費用から費用便益分析

を行い，津波避難ロボットの妥当な価格を概算する

ことを目的とする． 

2．避難ロボットの価格の概算 

2.1 費用便益分析手法 
 本研究では，費用便益分析を行い，費用便益比B/C
が 1 になるように避難ロボットの妥当な価格を求め

た．また，仮想的な津波避難タワーを設計し費用便

益比を求め比較した．費用便益分析は，国土交通省

の治水経済調査マニュアルの手法 1）を用いて行った． 
確率規模別に被害軽減額を求め，区間ごとに平均被

害額を算出する．算定式を以下に示す．  

 確率規模別被害軽減額 
=事業実施前想定被害額−事業実施後想定被害額 

また，算定した確率規模別被害軽減額より年平均被

害額を算出する．算定式を以下に示す． 

 年平均被害額 
=区間平均被害額×区間確率 

設定した年超過確率の区間ごとの区間平均被害額に

区間確率を乗じて，年平均被害額を算出し，累計す

ることで，年平均被害軽減期待額を算出する．被害

額については，被害者一人当たりの人的損失を設定

し，人命損失による直接被害から算出した．人的損

失額は 2.42095 億円/人とした．人的損失額は，公共

事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）

2）を参考にし，精神的損失額と財産的損失額である

逸失利益と医療費の合計とした． その後B/Cが 1に
なるような避難ロボットの価格を求めた． 
2.2 避難シミュレーション条件 

本研究における対象は，茨城県沿岸地位域を対象

とし避難シミュレーションを行った．使用した波源

は 3.11，JTT，茨城沖，福島沖となっている．比較対

象として使用する津波避難タワー1 基の価格につい

ては，0.3850 億円 3)，耐用年数 50 年とした．また，

費用については 1基の建設費とし，50 年ごとに加算

されるものとした．本数については釜屋(2017)4)が

設定した 120 基となっている．また，避難ロボット

の妥当な価格を求める際に必要な便益を除する値

(配布人数)については影響人口(要避難者)を使用し

た．また避難ロボットの耐用年数は 10 年とした．詳

細な条件を以下の表-2.2.1に示す． 
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表-2.2.1 シミュレーション条件 

 
2.3 津波リスク分析 

 本研究では，茨城県沿岸を対象としロジックツ

リーを用いた津波リスク分析結果を用いている．

解析条件については釜屋(2017)4)が設定したもの

を使用した． 

2.4 計算結果 

 シミュレーション結果より求められた避難ロ

ボットの年平均被害軽減期待額(2.1 記載)に想定

津波規模を乗ずることで求められた避難ロボッ

トの便益 B を図－2.4.1に示す．シミュレーショ

ン結果より求められた津波避難タワーの年平均

被害軽減期待額(2.1 記載)に想定津波規模を乗ず

ることによって求められた避難タワーの便益 B

を図－2.4.2 に示す．求められた避難ロボットの

便益 B を，配布人数と避難ロボットの更新回数

(想定津波年数/避難ロボットの耐用年数)で除し

たものを避難ロボットの妥当な価格(影響人口に

配る場合)として図－2.4.3に示す． 

図よりわかることとして，避難ロボットの便益

自体は津波避難タワーの便益よりも多いことが

わかる．また，本研究で求めた避難ロボットの妥

当な価格については，既存のロボットである

pepper (0.02773 億円)5)と比較すると，避難ロボ

ットを実現することは難しいのではないかとい

う結論に至った． 

今回の計算結果を見ると，想定津波年数が大き

くなるほど更新回数が増え，津波が来ない場合の

費用がかさみ，妥当な価格が下がっていることが

わかる．これより，避難ロボットの妥当な価格に

大きな影響を与えている要因の一つとして，避難

ロボットの耐用年数があると考えられる． 

今後の課題としては，上に示した避難ロボット

の耐用年数の設定を見直すことや避難ロボット

の便益設定として，津波が来ない期間の中でどの

ように便益を設定するかなどが考えられる． 

  

 
図－2.4.1 避難ロボットの便益 B 

 

 
図－2.4.2 避難タワーの便益 B 

 

 

図－2.4.3 避難ロボットの妥当な価格(影響人口に配布) 
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